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道具・機械 内 内・ * * *(ベルトヨンベア化)
原材料 内(羊毛など) 内(木綿など) *(鉄,石炭など) *(鉄,石油など)



















鳥取大学教育学部研究報告 教育科学 第 36巻 第 2号 (1994)
実上は「無限に存在するもの」と見なされて,「資本の論理Jが一元的に貫徹される段階と言える。
第三段階の量産化段階は「重 (化学)工業化が生産財のみならず自動車や住宅建設など消費財産業にまで拡大
し,大量生産一大量消費というフォード主義的サイクルが累積的に拡大。加速されて,『内包的蓄積体制』を形成
し, この乖離と自律化を完成に向かわせる」段階になると述べている。
工藤氏は, ここで再び「経済学の問題」に還る。重 (化学)工業化段階以降の産業化経済を研究対象視するこ
とが,「エネルギー保存則のみに従う,可逆的・均衡論的・無限循環的な力学的理論体系の構築」に専念する正統
派経済学を生み出したと言う。そして,「構築は,すでに当初から現実と科学の両域で問題をはらんでいた」と述
べ,現実面では生態系外の資源・エネルギーは更新・再生不可能であることと (資源・エネルギー問題),廃棄の
際に廃物・廃熱化しても自然生態系内に分解・還元されがたく,むしろ循環系自体を汚染し破壊する危険性が大
きいことを (環境問題)指摘する。しかも,「この問題が,正統派経済学の力学的体系からは本質的にかつ完全に
脱落する可能性」を持っていたと指摘する。科学面ではニュートンカ学体系から落ちていた「エネルギー論・熱
学」「生物。生態学」が提起する論点を認識出来ずにいたと指摘するのである。工藤氏から見れば,正統派経済学
は「初発から『学』的体系の完成を保証されていたと同時に,そのような限度と限界をも運命づけられていた」
のである。
以上の論理的展開を踏まえた上で,工藤氏は本論であるところの「もう一つの経済学派の復権」を提起する。
それは,①生物。生態学的次元からの「もう一つの経済学」の試み―Worster『ネイチャーズ・エコノミー ーエ
コロジー思想史』(1977),②エネルギー論・熱学的次元からの「もう一つの経済学」の試み―S.JeVOns,P,Geddes,
R,Clausius,F Soddy,S,Podolinsky,E.Sacher,L.Pfaundler―を,主にMartinez‐Ali の『エコロジー経済
学』に依拠して紹介するものである。
結論的には,「自然はそれ自体の価値と合理的秩序を有する『生態学的統一体』であり,人間もその一部として
自然との『大きな共同体』を形づくっている」とする有機体論的自然観に立ち,「人間と他の金ての生物種との生
態学的共同体」を構築すべきであるとする「徹底した民主主義理念」「生態学的民主主義」を基礎にした経済学パ
ラダイムである。正統派経済学に対しては,近代経済学からは宇沢弘文氏の業績を,マルクス経済学からは宮本
憲一氏の業績を高く評価しながらである。例えば,「人間社会は環境の中に包摂されている。環境を経済学の中に
すべて包摂できるものでなく,反対に, もし環境学が創造されるとすれば,経済はその中に包摂されるものであ
ろう」とする宮本見解 (『繋境経済学』)を引用しながら。
8, 日本経済新聞地球サミット研究会は,「市場経済メカニズムの中でC02排出抑制のための各種対策技術・システ
ムが有利な地位を確保できるように経済的な政策手段を採用することこそが有効との意見も説得力がある。環境
税の導入はその一例である」と言う。
経済評論家・内橋克人氏は「地球環境問題は『生産条件Jと『生存条件』の矛盾の縮図のようだ」と言う。生
産条件の向上が人間の生存条件向上と調和した時代は終わり,現在はこの二条件が対立する時代であるとの基本
認識から,経済団体連合会の地球環境憲章を「これは私には陳腐に思える。…経団連は従来のワクを壊さないで
環境問題に対処しようとしているからだ。」と批判している。(日経新聞92.2.15)
言われるところの従来のワクとは,多品種少量大量生産一大量消費一大量廃棄方式のことであり,まさしく日
本型供給方式そのものである。
同時に同研究会は「地球の有限性を認識する時代の新パラダイムとして登場しつつあるのは,エコロジーー開
発という軸である。」とも言う。
堀米孝東京農工大学教授も「地球環境修復税・地球環境安全保障基金・洋上再生可能エネルギーパーク開発」
構想を同じ地平から提起している。(日経92.2.6-2.8)
新パラダイムの選択,確定には未だ時間がかかろう。ただし,「地球環境問題は,いまや問題提起一警告の段階
から具体的な行動の段階に入ったといわれる」。(日刊工業新聞922.11社説)現実も無視し得ない段階である。
(1994年8月31日受理)

